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「社会的弱者」に着目したデータの不足

WHOに報告されたコロナ
陽性者数の60%について性
別と年齢情報なし。

粗い集計データでは「社会
的弱者」の困難が見逃され
がち。適切な政策も講じら
れない。

社会階層、配偶者の有無、
子どもの年齢などで細かく
分類された統計が不可欠
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日本でも女性雇用への影響を考える上で重要

特に女性の雇用に悪影響
– 対面サービス業が多いから？
– 休校・休園の影響？

細かいレベルの集計が不可欠
– 子どもの有無・年齢

「社会的弱者」の実態把握を
– シングルマザー
– 低学歴層
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調査統計・業務統計の迅速な活用を

内閣府「コロナ下の女性」研究会緊急提言
「行政の業務統計を含む統計情報の積極的活用を促し、迅速
な実態把握とその分析を進めること」

省庁間の連携充実を
上記研究会が総務省「労働力調査」を利用するのに申請から
一月半かかる

政策形成に資する研究の推進
各省が所管する研究所では基礎研究よりも政策研究を
審議会・研究会などを通じて外部専門家を内部化して活用
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